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③人口・世帯数

   利根町は，茨城県最南端の利根川流域にあり，都心から
４０ｋｍ圏内に位置し，地形のほとんどが平坦で気候も温和
で過ごしやすい。
   また，豊かな水と肥沃な水田に恵まれ，良質な米を生産
して，農業の町として発展。昭和４０年代後半から，相次ぐ
住宅開発による東京のベッドタウン化が進み，自然環境と
調和のとれた町づくりを推進している。
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＜概要＞

①沿革

法非適用（公共下水）

一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　水道
下水道使用料徴収　ごみ　し尿　消
防　共同研修　水防
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（令和２年４月１日）

一般行政職の
平均給料月額

百円 97.1
地域手当
補正後

ラス指数

ラスパイレ
ス指数3,001 97.1

④有権者数（令和２年３月２日現在）
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世帯数

⑤老齢人口割合
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区分
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国勢調査

人
口

女

1

＜町長＞　　　　  　　   総務課
　　　　　　　　　　　　　  企画課
　　　　　　　　　　　　　　財政課
　　　　　　　　　　　　　　税務課
　　　　　　　　　　　　　　住民課
　　　　　　　　　　　　　　福祉課
　　　　　　　　　　　　　　子育て支援課
　　　　　　　　　　　　　　保健福祉センター
　　　　　　　　　　　　　　環境対策課
　　　　　　　　　　　　　　保険年金課
　　　　　　　　　　　　　　国保診療所
　　　　　　　　　　　　　　経済課
　　　　　　　　　　　　　　都市整備課
　　　　　　　　　　　　　　建設課

＜会計管理者＞　　　会計課

＜教育委員会＞　＜教育長＞
　　　　　　　　　　　　　　学校教育課
　　　　　　　　　　　　　　生涯学習課
　　　　　　　　　　　　　　指導室

＜議会＞　　　　　　　　議会事務局

＜各行政委員会＞　　農業委員会事務局
　　　　　　　　　　　　　　選挙管理委員会事務局
　　　　　　　　　　　　　　監査委員事務局
　　　　　　　　　　　　　　固定資産評価審査委員会事務局

合計
④機構図（令和２年４月１日現在）

全職員数
の  推  移 165

平成28年4月1日 平成29年4月1日
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現議員数

第１次

6,131

18,024

男
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令和5年4月29日

公明党１人，日本維新の会１人，日本共産党１人，無所属９人

＜行政組織＞

長 佐々木　喜章

－

任 期

①長等（令和２年５月１日現在）
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令和3年7月23日

就任回数

12 人

歳）

普通会計関係
うち一般行政関係

0297-68-2211

ささき　よしあき

人条例定数

副町長

船川　京子

12

info@town.tone.lg.jp
http://www.town.tone.ibaraki.jp/

0297-68-7990

地方公共
団体コ－ド

24.86

②議会（令和２年５月１日現在）

党　派　別

議　　　　長

③職員数（平成３１年４月１日現在）

〈 ＦＡＸ 〉

公営事業
会計関係

副議長

任　　　　期

億円

9,006

平成２７年

計

（R２.１.１住基人口）

14,085

(百万円・人）

％

1,556

4.3

23.7

286

15,233

6,184

コシヒカリ，味噌，米粉，アスパラガス，利根豆達物語

496

15

製造品出荷額等
（H29.1.1～12.31）従業者数

6,106

6,730

年間販売額 

④特産物

87

事業所数
（平成２８年６月１日）

（平成３０年６月１日）

製造業

卸・小売業

（平成２７年２月１日）

事業所数

（H27.1.1～12.31）従業者数

371

％

73

農業就業人口うち専業農家戸数

③農業・工業・商業

75.4

23,415総額・総数

72.04,737第３次 17,649

6,773

518

－

（人・百万円）

％

農業

％

20.7

総生産額（平成２９年度）

②産業構造

％

区分

789 3.4

千円

利根町（とねまち）
町章

Ⅳ－２

〈 Ｈ Ｐ 〉
〈 ＴＥＬ 〉

％

〒

〈e-mail〉

〈 住所 〉

男

300-1696

老齢人口割合

北相馬郡利根町大字布川841番地1

ｋ㎡

5,860

期目

新井　邦弘

面積

20

085642

全職員数

6,895

（人）

類型

4,846

2,206

就業人口（平成２７年国調）

第２次

＜産業・経済＞

－

％

農家数

502

mailto:info@town.tone.lg.jp
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24.1

7.0

区　　分

義務的経費

－

地方交付税

5,348

47.2

175

2,528

3.1

522

24.8

地方税

33.5

1,384

195うち臨財債

その他

国庫支出金

地方債 8.0

9.4

20

445

％

か所

か所

か所

か所

老人福祉施設

か所

99.5

幼稚園 ※１

中学校 ※１

％

％

0児童館

14

9病院・一般診療所

上水道等普及率

道路舗装率 68.1

道路改良率 52.0

1

園

△ 2.5

公民館等

保育所 ※１

図書館

認定こども園 ※１

公営住宅

2

校

0 戸

2

1

3 園

1.1

％

1

0

①主要施策実施状況

16

期間

R２

R２

住民自治基本条
例策定事業

名　　称

体育館

（百万円）

概　 算
事業費

＜主要施策等＞

か所

94.4汚水処理普及率か所1

3.0

37.9 ）

92.9

か所

1,353,852

[96.1](

0

94.3

[96.6]

プ－ル

※１は令和元年度

高齢者等買い物
弱者移動販売事
業

R２

・健全化判断基準

町有財産管理1.8

△ 124

△ 17

③主要指標（平成３０年度） R２

98

公債費

その他の経費 216

12.0

45.82,444

投資的経費

実質収支

156,965

275,012

1,354

1,866

単年度収支 101,370

歳　　　入

実質単年度収支

24.3

5,571

△ 2.7

（千円・％）

315,259

220,743

増減率

△ 66

（百万円・％）

25 5.0

△ 23

36

△ 38

＜財政状況＞

①決算収支

区分

222,890

平成２９年度決算

5,347,769

形式収支

歳　　入 5,594,021

歳　　出 5,278,762

（

41,539

平成３０年度決算

-

5,570,659

-

1.3

△ 54,269

△ 0.4

-

（千円・％）

713,407

徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（平成３０年度）

調定額 収入額区分

552,957

[98.7]

(

40,831

(

）

95.1

[96.5]

98.3

678,171

）2.9

市町村民税・個人
（構成比）

市町村民税・法人
（構成比）

49.7

513,696

（ ）

） 50.1

増減額決算額

市町村税合計
（国保除く）

＜公共施設整備状況＞（平成３０年度）

△ 18,523

）

固定資産税
（構成比）

（

校

38.5

小学校 ※１

増減率

△ 0.4

1,435,881

3

-

②主な歳入・歳出（平成３０年度）

構成比

3.5

2.7

1.3

△ 31.1

△ 24.8

△ 79

△ 23

6

△ 82

△ 0.9

△ 24.8

－

7.0

△ 12.9

69

16.5

△ 5

△ 4.6

0.5

6.6

△ 1.3△ 12882

355

うち繰入金

歳　　　出

△ 124

4.7

640

人件費

扶助費

376普通建設事業費

376

250

うち補助

1,291

うち単独

△ 8

％

うち繰出金

9.7

△ 0.3

△ 7.5

-

11

△ 24.7

[5,524]

[25,539]

△ 2

実質公債費比率

3妊娠・出産祝い
品支給事業

[6.8]
R２

-

％-

実質赤字比率 (15.00 )

(20.00 )

％

連結実質赤字比率

％

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

旧布川小学校プレハブ解体，柳田國
男記念公苑裏傾斜地倒木処分するも
のである。

住民自治基本条例を策定するための
検討委員会への謝礼である。

高齢者等，自力で買い物へ行くことが
困難な方を対象に移動販売を実施す
るものである。

自動ドア装置交換，図書館LED照明
化改修工事を実施するものである。

妊娠及び出産時にお祝い品を支給
し，経済的負担の軽減を図るものであ
る。

＜主要課題＞
　・人口減少防止対策
　・教育行政の見直し

＜特色のある行政＞
　・高齢者買い物支援事業
　・住民自治基本条例策定
　・シティプロモーション事業
　・日本ウェルネススポーツ大学との連携
　・児童期の英語教室

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) [23,829]

[7,235]

[15,286]

・普通会計に関する主な指標

[91.7]

財政力指数（令和元年度） [0.706]

[37.1]

( 25.0 )2.0

将来負担比率

54図書館管理・運
営事業

百万円

経常収支比率 ％

積立金現在高（C)

0.429

93.6

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

( 350.0 )

2,078

2,976

3,663

4,722

332

標準財政規模（令和元年度）

債務負担行為支出予定額（B)

地方債現在高（A)

百万円

百万円

百万円

百万円


